








要約

現在日本に在住している登録外国人数は 128 万人にのぼり、総人口の 1%を越している。

また、日本で出生した新生児の約 1.9%は両親のうちどちらか、あるいは両親ともに外国

人である。このような「国際化」時代の障害児の保健医療福祉のあり方を考えていくため

に、本年度は障害児施設や基幹病院小児科における外国人の障害児の通院状況、NICU な

どにおける外国人の新生児医療状況を調査した。

新生児アンケートは 250 施設に送付し、156 施設(回収率 62.4%)からの回答を得た。障害

児アンケートは 389施設に送付し、246施設（回収率 63.2%)からの回答を得た。回答のあ

ったものすべてを有効回答とし調査分析の対象とした。

わが国におけるはじめての全国規模の在日外国人の障害児および新生児のニーズ実態調査

により、ほぼ 3 分の 2 の新生児施設、3分の 1 以上の障害児施設では、在日外国人を親に

もつ子どもの診療を経験していることが分かった。また、外国人患者数の多い病院施設ほ

ど、言業の問題だけでなく、文化習慣や金銭面でのトラブルも経験していることが明らか

になった。しかし、在日外国人の診療の手助けになるパンフレットやフォーム類の整備は

非常に遅れていた。今回の調査は初めての実態調査でもあり、調査対象の選択も学会名簿

などから無作為に選び、また質問項目も非常に基本的な項目に限定されていた。全体的な

傾向は把握できたが、具体的なトラブルの内容や実際にどのような改善策が有効であるの

かという面では十分とはいえない。今後は一部の病院において具体的な聞き取り調査を行

い、今回の調査結果と合わせて具体的な提言に結び付ける必要があろう。


